
（別紙１）（１）30年度の借受・転貸面積 ３月末までに権利発生したもの（※２） 左記以外で３月末までに公告したもの（※３）借受面積 95 7転貸面積（※１） 97 0うち新規集積面積（※１） 70 －
（２）累計（31年３月末時点） 累計（ストック）借受面積（①） 456うち転貸面積（②） 432　うち新規集積面積 222うち機構が管理している面積 24　うち作業委託で管理している面積 24　うち条件整備中の面積 095※3月末までに権利発生したものを記載すること。（３）遊休農地の借受・転貸面積（30年度） ３月末までに権利発生したもの（※２） 左記以外で３月末までに公告したもの（※２）借受面積 4 4転貸面積（※１） 4 2※２：上記（１）の※２及び３と同じ。

事業報告書１　借受・転貸状況
※１：「転貸面積」、「うち新規集積面積」には、過年度に機構が借り入れて、当年度に転貸したものを含む。　　　「うち新規集積面積」には、特定農作業受託により既に担い手が農作業を行っていた農地は含まれない。※２：過年度に農用地利用集積計画を公告したもので、当年度に権利発生したもの及び　　　過年度に農用地利用配分計画を認可公告したもので、当年度に権利発生したものを含む。※３：当年度の３月末までに公告し、翌年度に権利発生するものを記載すること。　　　なお、公告は、「借受面積」については、農用地利用集積計画を公告したもの、　　　「転貸面積」については、農用地利用配分計画を認可公告した ものとする。

転貸率②/①
※１：「転貸面積」には、過年度に機構が借り入れて、当年度に転貸したものを含む。



転貸先 経営体数 転貸面積（１）地域内の農業者 135 97.4①認定農業者 65 72.0うち個人 47 37.7うち法人 18 34.3　うち企業 15 21.6　　うち農外から参入した企業 1 1.7②認定新規就農者 22 7.6③基本構想水準到達者 8 4.1④今後育成すべき農業者 4 2.3⑤認定農業者等以外の農外から参入した企業 1 0.0⑥その他 35 11.3（２）地域外からの参入者うち個人 0 0.0うち法人 0 0.0うち企業 0 0.0　うち農外から参入した企業 0 0.0新規参入 14 6.1①個人 11 4.0②法人 3 2.1うち企業 0 0.0（１）＋（２）の合計（※２） 135 97.4※１：担い手の範囲には集落営農経営も含めるが、転貸先とはならないため、本表では不掲載。

２　転貸先の状況（30年度事業分）

※２：経営体数の欄は、複数地域で農地の転貸を受け、各地域で計上され重複している経営体であっても、　　　１つの経営体としてカウントすること。

担い手（※１）


